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第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン（素案）
について

協議第１号



１ 策定の趣旨

2

・本市では，平成３１年３月に「第２次宇都宮市国保経営改革プラン」を策定して，国保財政の健全化を
図るため，各種施策に取り組んできたが，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などにより１人当たり医
療費が増加する中，被保険者数の減少に伴う課税額の減少により，保険税収入が伸び悩むなど，国保財政
の状況は厳しさを増している。
・このような中，平成３０年度から都道府県と市町が共に国保の運営を担うこととなり，市町においては，
「栃木県国保運営方針」により収納率の向上や医療費の適正化の取組が求められている。
・さらに，国保運営の都道府県単位化をさらに進めるため，現在，県と県内２５市町の間で保険税水準の
統一に向けた検討が行われており，公平性の観点から県内各市町の収納率の較差縮小が必要不可欠となっ
ている。

・本市国保を将来にわたり安定的・持続的な医療保険制度として維持していくため，「第３次宇都宮市国
保経営改革プラン」を策定し，より一層の経営努力に取り組む。

・「栃木県国保運営方針」に基づくとともに，本市データヘルス計画等との連携を図りながら，国保財政
の健全化を図るための計画

・令和７(2025)年度から令和１２(2030)年度までの６年間 ※令和９年度に中間見直しを予定

(1)策定の背景

(2)策定の目的

(3)計画の位置付け

(4)計画期間
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〇栃木県国保運営方針とは
・栃木県と市町が一体となって国保に関する事務を共通認識の下で実施し，安定的な財政運営並びに市町
の国保事業の広域的及び効率的な運営の推進を図るための統一的な方針として定めるもの
・運営方針の内容は，「保険税の徴収の適正な実施」，「保険給付の適正な実施」，「医療費の適正化の
取組」，「その他の取組」に関する市町の取り組むべき事項を明記している。

２ 栃木県国保運営方針と本市プランの関係性

●栃木県国保運営方針（第3期）【令和６(2024)年度〜令和１１(2029)年度】
１．保険税の徴収の適正な実施 ２．保険給付の適正な実施 ３．医療費の適正化の取組
４．その他の取組

●第３次宇都宮市国保経営改革プラン
【令和７(2025)年度〜令和１２(2030)年度】

●第３期宇都宮市国保保健事業実施計画
（データヘルス計画）・第４期宇都宮市
特定健康診査等実施計画
【令和６年度〜令和１１年度】

連携
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・国保事業の健全で安定的な運営を確保し，被保険者が，病気やけがをし
た場合に安心して医療が受けられるとともに，健やかに暮らしていけるよ
う保健の向上を図ります。

（１）国保事業の健全で安定した運営の確保
・国保の財政基盤の強化に取り組み，収支均衡を図りながら，事業を
安定的に運営します。

（２）被保険者の健康の保持増進
・被保険者がいつでもどこでも必要な医療を受けることができる医療
保険を維持します。

・被保険者の疾病の早期発見・予防及び健康づくりに係る環境を充実
させ，被保険者の健康の保持増進を図ります。

３ 本市プランの基本的な考え方
基本理念

基本方針
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【施策目標】（令和６年度時点）
一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）の削減に努めます

【基本方針】Ⅰ 健全で安定した運営の確保 Ⅱ 被保険者の健康の保持増進

４ 現行計画（第２次プラン）について

施策の方向

保険税収納率の向上

施策の方向

医療費の適正化と保健事業の推進

施策の方向
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①国保情報等の発信



５ 現行計画（令和元年度〜令和５年度）の実績と評価①
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市の福祉政策等に伴うもの
財政安定化支援事業分

【年度】

【百万円】

決算ベース 予算ベース
【評価】これまでの取組を継続する中，令和５年度，口座振替の原則化や財産調査の徹底による差押の
早期着手などを強化することにより，収納率が大幅に向上し，繰入金(財政安定化支援事業分)をゼロに
することができた。
しかしながら，令和６年度には，県内医療費の増加が推計され，国保事業費納付金が対前年比で増額

となっていることから，財政安定化支援事業分の繰入金が発生することが予定されている。

一般会計繰入金の状況



５ 現行計画（令和元〜令和５年）の実績と評価②
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(1)現年度収納率 (2)医療費の適正化
(1人当たり医療費の増加率)
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１人当たり医療費の増加率

目標値

【％】

【年度】

【目標値】令和６年度：92.00%
【評 価】目標は未達成であり，引き続き収納率

の向上を図ることが必要

【目標値】令和６年度：平成２９年度対比で20.12%以内
【評 価】令和５年度時点で目標値には達していないが，

引き続き医療費の適正化に努めることが必要



◆被保険者の年齢構成割合
６ 中核市等との比較
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平成２９年度 令和５年度 差額
宇都宮市 （A） 337,738円 405,363円 67,625円
中核市平均 (B) 298,712円 429,996円 131,284円
差額 （A-B） 39,026円 △24,633円 ―

年齢構成 本市（令和元年度） 本市（令和6年度） 中核市平均
0~19歳 6.28% 8.32% 8.79%
20~39歳 16.58% 15.58% 14.48%
40~59歳 22.88% 24.05% 23.87%
60~74歳 54.26% 52.05% 52.86%

〇本市被保険者の年齢構成割合は，
0〜19歳の割合が増加し，60〜74歳
の割合は団塊の世代が後期高齢者
医療制度へ移行したことにより減
少している。

〇中核市平均と比較では，
60歳未満の被保険者の割合が，
本市47.95%，中核市平均47.14%と
60歳未満の被保険者が多く加入し
ている。

〇本市1人当たり医療費は，
令和５年度，中核市平均と比較す
ると少ない状況である。

本市 県内市町平均 中核市平均
令和５年度 91.95% 94.96% 93.95%

【ランキング】
〇県内25市町中24位
〇中核市62市中57位（全体）

・税方式平均93.88%
・料方式平均94.01%

◆現年度収納率

※本市被保険者年齢構成は4月1日現在
※中核市平均は，本市が実施した中核市への照会回答に基づき算出，59市中核市平均

◆１人当たり医療費

※事業年報のC表・F表の全体費用額計/年平均被保険者数
※平成29年度は53市中核市平均，令和5年度は62市中核市平均

47.95% 47.14%



７ 国保を取り巻く近年の状況
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（１）国保の現状
・国保では，団塊世代の後期高齢者医療制度への移行などに伴い，被保険者数が減少傾向であるとともに，
保険制度の構造的な問題として，保険税負担能力が低い無職者や低所得者が多く加入している。
・また，被保険者の高齢化・医療技術の高度化などにより１人当たり医療費が増加傾向であることから，
厳しい財政運営が強いられている。
（２）国・県の動向
・国においては，平成３０年度の制度改革による国保財政運営の都道府県単位化のさらなる深化を図るた
め，「保険料水準統一加速化プラン」を策定し，遅くとも令和１７年度までに保険料水準の完全統一を求
めている。
・県においては，昨年度，県内の国保事業に係る統一的な方針である「栃木県国保運営方針（第３期）」
を策定し，国保の安定的な財政運営に向けた各種施策に取り組むとともに，本県における保険税水準の統
一の考え方（定義）や統一までの進め方を整理したところである。

引き続き，統一に向け国保事業運営上の課題等について，県と市町間の議論を継続していく。
【参考１】統一の考え方（定義）
市町単位での財政運営の不安定リスクを県単位で分散し，県内の被保険者間の受益と負担の公平性を図るため，原則として
「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，同じ所得水準であれば同じ保険税水準」を目指していく。
【参考２】統一までの進め方
令和６年度から５年の移行期間を設けて医療費指数反映係数(α=1)を毎年度0.2ずつ段階的に低減し，令和１０年度にゼロ
(α=0)とする。その後，県内市町の収納率較差が一定程度まで縮小された時点から，完全統一を実現していく。



８ 保険税水準の統一化

10

① 保険税変動の抑制：特に小規模な保険者で，高額な医療費の発生等による年度間の保険税の変動を抑制可能

② 被保険者間の公平性確保：国保運営の都道府県単位化を踏まえ，都道府県内のどの市町村でも，同じ保険給付を同
じ保険税負担で受けられることで被保険者の公平性が確保可能

保険税水準の統一の意義

年度 R６ R７ R８ R９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７ Ｒ１８～

●国
【役割】
制度設計
財政支援

●栃木県
【役割】
財政運営の
責任主体
納付金の決定
など

●本市
【役割】
資格管理
賦課徴収
保険給付
納付金の納付
など

整合

納付金
ベースの
統一期限

納付金の算定において，
各市町の医療費水準を反
映させない

R8中間見直しの際に，完全統一
の目標年次の意思決定を目指す 【完全統一】

※ 現時点で，時期は未定
R8中間見直しによって示される予定

完全
統一
期限

次期県国保運営方針

次期国保経営改革プラン

同じ所得水準，
同じ世帯構成
であれば
同じ保険税水準

本県では国の示す期限より前倒しで，
納付金ベースの統一の時期を設定

県・市町で

検討予定

県国保運営方針（第３期）

本県に
おける
納付金
ベース
の統一

第３次国保経営改革プラン

【完全統一に向けた本市の取組】

● 収納率の向上

⇒ 県内市町との収納率格差縮小

● 医療費の適正化

⇒保健事業の標準化・広域化
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９ 県内被保険者１人当たり医療費の推計
・県内の被保険者１人当たり医療費は，被保険者の高齢化と医療技術の高度化などから
増加傾向が見込まれている。
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399,773 
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400,000

405,000

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

県国保運営方針（第３期）より抜粋

【円】

【年度】



１０ 本市国保の現状①
ア 世帯数・被保険者数は減少
平成３０年度以降，世帯数・被保険者数ともに減少傾向である。団塊世代の後期高齢者医療制度への移行や社会保
険の適用拡大などの影響によるもの。年代別０〜１９歳の被保険者は，５年前よりも増加している。
イ 保険税率は据置き
直近の税率改定は平成２６年度。近年では毎年税率の見直しを実施。税率は，新型コロナや物価高騰などを理由に
据え置いている。課税限度額は，地方税法施行令改正の施行日の翌年度に引上げを実施している。
ウ 保険税の全体課税額は減少
被保険者数の減少に伴い全体の課税額，１世帯当たり・１人当たり課税額は，いずれも減少傾向である。令和５年
度，全体の課税額は減少しているが，賃上げなどの影響により１世帯当たり・１人当たり課税額は増加している。
エ 保険税の現年度収納率は向上
令和５年度，被保険者全世帯のうち課税所得200万円以下の世帯割合が80.4%と，低所得者が多く加入しているとい
う構造的な問題がある中，各種収納対策の強化により現年度収納率は年々向上し，滞納繰越額は減少傾向である。

オ 医療給付費（全体）は減少・１人当たり医療費は増加
医療給付費は，被保険者数の減少に伴い減少傾向であるが，１人当たり医療費は増加傾向である。

カ １人当たり医療費の増加要因
年齢階層別の１人当たり医療費では，被保険者が高齢になるほど高くなる。栃木県国保運営方針（第3期）では，
今後，医療技術の高度化などから１人当たり医療費は年々増加すると推計されている。

12



１０ 本市国保の現状②
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キ 歳入・歳出決算額は減少
国保財政は，被保険者数の減少に伴い決算額は減少傾向である。

ク 実質単年度収支は歳入に対して歳出が多い
これまで，歳入に対して歳出が上回っている状況が続いており，一般会計からの繰入により収支均衡を図っている
状況である。

ケ 低い国保基金保有額
国保基金残高（令和６年９月末）は，２９７百万円余であり，引き続き基金残高の涵養に努める。

コ 保険者努力支援制度【公費】の交付状況（令和５年度）
国の努力支援制度では，獲得点数536点（ 940点満点），1億6,700万円の交付を受けた。
県の努力支援制度では，獲得点数526点（1,000点満点），4億3,500万円の交付を受けた。（県内19位）

サ 国保事業費納付金は増加
これまで被保険者数の減少に伴い国保事業費納付金は減少傾向であり，令和５年度は約125億円であったが，今後，
１人当たり医療費の増加が見込まれることから，令和６年度国保事業費納付金は約127億円に増加している。



１１ 本市国保の課題
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このようなことから，本市では，これまでの基本理念や基本方針を継続した「第３次国保経営改革プラン」を策定し，
「保険税収納率の向上」や「医療費の適正化」などの施策事業を引き続き実施して，一般会計繰入金（財政安定化支
援事業分）に依存しない財政運営を目指す。

１ 収納率の向上（現年度）
・保険税は国保事業運営のための根幹的な財源であり，税負担の公平性の観点から滞納者への指導を強化するなど，引き続き収納
率の向上を図る必要がある。
・現在，県と県内２５市町の間で県内保険税水準の統一に向けた検討が行われており，今後，原則として「県内のどこに住んでも，
同じ世帯構成，同じ所得水準であれば，同じ保険税水準」を目指すこととなるため，県内の徴収における公平性の観点からも，市
町間の収納率の較差縮小が必要不可欠である。

２ 医療費の適正化と保健事業の推進
・被保険者の高齢化や医療技術の高度化などの影響により，今後も１人当たり医療費の増加が見込まれており，ジェネ
リック医薬品等の普及促進や医療機関への適正受診など，医療費の適正化の取組が引き続き必要である。
・被保険者の生活習慣病の早期発見，発症予防・重症化予防のため，県国保運営方針に基づき，関係機関等との連携を
図りながら，効果的・効率的な保健事業を実施し，被保険者のＱＯＬ（生活の質）の低下を防ぐ必要がある。

３ 国保財政の健全化
保険者（市）の責務として，国保事業の安定的な運営や国保財政の収支均衡を図り，将来にわたり被保険者が安心して医療を受け

ることができる環境を整備するため，共同保険者である県と連携・協力しながら，引き続き財政の健全化に取り組む必要がある。



①国保情報等の発信

①
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
等

の
普
及
促
進

②
適
正
受
診
の
推
進

③
レ
セ
プ
ト
点
検
等
の
推
進

④
生
活
習
慣
病
の
発
症
予
防

⑤
生
活
習
慣
病
の
重
症
化
予
防

⑥
地
域
に
お
け
る
健
康

づ
く
り
の
推
進

⑦
事
業
所
に
お
け
る
健
康

づ
く
り
と
の
連
携

⑧
地
域
包
括
ケ
ア
に
係
る

取
組
と
の
連
携

15

【施策目標】（令和１２年度時点）
一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）に依存しない財政運営を目指す。

【基本方針】Ⅰ 健全で安定した運営の確保 Ⅱ 被保険者の健康の保持増進

１２ 次期プランについて【別紙１参照】

施策の方向

保険税収納率の向上

施策の方向

医療費の適正化と保健事業の推進

施策の方向
保険税水準の統
一に向けた対応
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１３ 次期プランの変更点（案）【別紙２参照】
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拡充した施策事業 ※根拠等
【施策の方向】国保（制度・事業）の理解促進
①国保情報等の発信
【拡充】電子ブック版「国保だより」の発行検討

※市独自

【施策の方向】保険税収納率の向上
⑤【新規】外国人被保険者の納税対策の充実
【新規】翻訳チラシ等を活用した出前講座の実施

※市独自

⑥滞納処分の強化
【新規】預貯金差押の電子化の導入に向けた調査・検討

※市独自
【施策の方向】医療費の適正化と保健事業の推進
①ジェネリック医薬品等の普及促進 ③レセプト点検等の推進
【新規】バイオシミラー（バイオ後続品）の利用促進 【拡充】レセプト点検方法の見直し

※国方針 ※市独自

②適正受診の推進 ④生活習慣病の発症予防
【新規】重複・多剤服薬者への保健指導の実施 【新規】ＩＣＴを活用した特定保健指導の検討・実施

※県運営方針 ※市独自
【拡充】医師会・薬剤師会と連携した重複・頻回受診者

対策の実施 ⑤生活習慣病の重症化予防
※市独自 【拡充】保健指導者等の増加に向けた医師会・薬剤師会

との連携強化 ※市独自
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１４ 保険税収納率（現年度）の目標値（案）
【第２次プラン】目標値（令和６年度） ９２％

⇒ 県国保運営方針（第２期）において，県内市町の規模別（被保険者数）の保険税収納率の目標値が掲げられていることから
設定

【第３次プラン】目標値（令和１２年度） ９５％
⇒ 県国保運営方針（第３期）において，前方針同様，県内市町の規模別（被保険者数）の保険税収納率の目標値が掲げられて

いるが，今後の保険税水準の統一に向け，県内市町間の収納率の較差縮小が必要不可欠であり，さらなる収納率の向上が必要
であることから，県内２５市町の３か年（令和３〜５年度）平均を基に算出した９５％を目標値とした。

年度 県内市町の現年度
収納率平均 ３か年平均

Ｒ３ ９４．４６％

９４．６６％Ｒ４ ９４．５７％

Ｒ５ ９４．９６％

【参考】県国保運営方針（第２期）
・被保険者数１万人以上５万人未満の保険者・・・・・・・・９４％以上
・被保険者数５万人以上１０万人未満の保険者・・・・・・・９３％以上
・被保険者数１０万人以上の保険者・・・・・・・・・・・・９２％以上

【参考】県国保運営方針（第３期）
・被保険者数１万人以上５万人未満の保険者・・・・・・・・９４％以上
・被保険者数５万人以上１０万人未満の保険者・・・・・・・９３％以上
・被保険者数１０万人以上の保険者・・・・・・・・・・・・９２％以上



１５ １人当たり医療費の増加率の目標値（案）
【第２次プラン】目標値（令和６年度）平成２９年度対比で２０．１２％以内

⇒ 栃木県国保運営方針（第２期）の医療費推計を基に，平成２９年度〜令和６年度における県内１人当たり医療費見込及び，
平成２９年度に対する令和６年度の県内１人当たり医療費の伸び率見込（20.12％）を算出し，目標値とした。

【第３次プラン】目標値（令和１２年度）令和５年度対比で３０％以内
⇒ 本市１人当たり医療費の実績（平成２９年度〜令和５年度）から算出した対前年伸び率の平均（3.83％）から令和５年度

〜１２年度の本市１人当たり医療費見込を算出。令和５年度に対する令和１２年度の伸び率見込（30.09％）を基に，小数
点以下を切り捨て，30％を目標値とした。

年度 本市１人当たり
医療費

対前年
伸び率

H29 337,738円 ー

H30 347,617円 2.93%

R1 362,327円 4.23%

R2 354,066円 -2.28%

R3 379,531円 7.19%

R4 388,537円 2.37%

R5 405,363円 4.33%

対前年
伸び率
平均
3.83％

(※)

年度 本市１人当たり
医療費

対前年
伸び率

R5 【実績】405,363円 ―
R6 （推計）420,888円 3.83%
R7 （ 〃 ）437,008円 3.83%
R8 （ 〃 ）453,745円 3.83%
R9 （ 〃 ）471,123円 3.83%

R10 （ 〃 ）489,167円 3.83%
R11 （ 〃 ）507,902円 3.83%
R12 （ 〃 ）527,355円 3.83%

R5年度に対する
R12年度の

１人当たり医療費
伸び率見込
30.09％

※コロナ禍を考慮しR2〜R4を除く

宇都宮市 中核市平均

H29 337,738円 298,712円

R5 405,363円 429,996円

対H29
伸び率 20.02％ 43.95％

＜参考＞
１人あたり医療費伸び率

(H29-R5比較／本市-中核市比較）
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対前年3.83％で
１人当たり医療費

見込を推計



【参考】１人当たり医療費の増加率に基づく推計
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Ｒ１･Ｒ５の平均伸び率新目標値伸び率

【単位：円】

【年度】
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１６ 計画の推進体制など
（１）推進体制
宇都宮市国民健康保険運営協議会に計画の取組状況等を報告し，ご意見をいただきながら計画の推進を
図る。
（２）進行管理
・ 計画推進のため，事業の具体的な取組を明確にした「国保アクションプラン」を毎年度策定する。
・ ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行う。
・ 宇都宮市国民健康保険運営協議会において，事業進捗の評価を行う。令和９年度に中間見直しを予定

第３次宇都宮市国保経営改革プラン 【令和７（２０２５）年度〜令和１２（２０３０）年度】
【施策の体系】
・保険税収納率の向上 ・医療費の適正化と保健事業の推進
・保険税水準の統一に向けた対応 ・国保（制度・事業）の理解促進

具体化

国保アクションプラン（当該年度）

国保アクションプラン（次年度）

ＰＤＣＡサイクルによる進行管理
実施 ⇒ 評価 ⇒見直し

宇都宮市
国保運営協議会

報告
意見



１７ 今後のスケジュール（案）
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開催日程 報告・協議内容

令和７年 １月上旬 第３回宇都宮市国保運営協議会
※税率等の見直し等について意見を伺う。

１月下旬 第４回宇都宮市国保運営協議会
※プラン（案）について意見を伺う。



 

 

 
 
 
 

 

４ 本市国保の現状 

２ 国保を取り巻く近年の状況 

１ 策定の趣旨 

（１）国保の現状 
国保では，団塊世代の後期高齢者医療制度への移行などに伴い，被保険者数が減少傾向であるとともに，

保険制度の構造的な問題として，保険税負担能力の低い無職者や低所得者が多く加入している。 

また，被保険者の高齢化・医療技術の高度化などにより１人当たり医療費が増加傾向であることから，

厳しい財政運営が強いられている。 

（２）国・県の動向 
国においては，平成 30 年度の制度改革による国保財政運営の都道府県単位化のさらなる深化を図るた

め，「保険料水準統一加速化プラン」を策定し，遅くとも令和 17 年度までに保険料水準の完全統一を求め

ている。 

県においては，昨年度，県内の国保事業に係る統一的な方針である「栃木県国保運営方針（第 3 期）」

を策定し，国保の安定的な財政運営に向けた各種施策に取り組むとともに，本県における保険税水準の統

一の考え方（定義）や統一までの進め方を整理したところである。 

【参考 1】統一の考え方（定義） 

市町単位での財政運営の不安定リスクを県単位で分散し，県内の被保険者間の受益と負担の公平性

を図るため，原則として「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，同じ所得水準であれば同じ保険税

水準」を目指していく。 

【参考 2】統一までの進め方 

 令和 6 年度から 5年の移行期間を設けて医療費指数反映係数（α=1）を毎年度 0.2 ずつ段階的に低

減し，令和 10 年度にゼロ(α=0)とする。その後，県内市町の収納率較差が一定程度まで縮小された

時点から，完全統一を実現していく。 

 

（１）策定の背景 
本市では，平成 31 年 3 月に「第 2 次宇都宮市国保経営改革プラン」を策定して，国保財政の健全化を

図るため，各種施策に取り組んできたが，被保険者の高齢化や医療技術の高度化などにより 1人当たり医

療費が増加する中，被保険者数の減少に伴う課税額の減少により，保険税収入が伸び悩むなど，国保財政

の状況は厳しさを増している。 

このような中，平成 30 年度から都道府県と市町が共に国保の運営を担うこととなり，市町においては，

「栃木県国保運営方針」により収納率の向上や医療費の適正化の取組が求められている。さらに，国保運

営の都道府県単位化をさらに進めるため，現在，県と県内 25 市町の間で保険税水準の統一に向けた検討

が行われており，公平性の観点から県内各市町の収納率の較差縮小が必要不可欠となっている。 

（２）策定の目的 
本市国保を将来にわたり安定的・持続的な医療保険制度として維持していくため，「第 3 次宇都宮市国

保経営改革プラン」を策定し，より一層の経営努力に取り組む。 

（３）計画の位置付け 
「栃木県国保運営方針」に基づくとともに，本市データヘルス計画等との連携を図りながら，国保財政

の健全化を図るための計画 

（４）計画期間  
令和 7(2025）年度から令和 12(2030)年度までの 6年間 ※令和 9年度に中間見直しを予定 

３ 現行計画（令和元年度～令和 5 年度）の実績と評価 

【計画（施策）の目標及び指標】 
（１）一般会計繰入金（財政安定化支援事業分） 
【目標】保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療費の適正化など，最大限の経営努力を行うこと

により，一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）の削減に努めます。 

【実績】0円(令和 5年度) 

【評価】これまでの取組を継続する中，令和 5年度，口座振替の原則化や財産調査の徹底による差押の早

期着手などを強化することにより，収納率が大幅に向上し，繰入金(財政安定化支援事業分)をゼロにする

ことができた。しかしながら，令和 6年度には，県内医療費の増加が推計され，国保事業費納付金が対前

年比で増加となっていることから，財政安定化支援事業分の繰入金が発生することが予定されている。 

（２）現年度収納率 【目標】92.00%(令和 6年度) 【実績】91.95%(令和 5年度) 

【評価】目標は未達成であり，引き続き収納率の向上を図ることが必要 

（３）医療費の適正化（1 人当たり医療費の増加率） 
【目標】平成 29 年度対比で 20.12%以内(令和 6年度)  

【実績】平成 29 年度対比で 20.02%(令和 5年度) 

【評価】令和 5 年度時点で目標値には達していないが，引き続き医療費の適正化に努めることが必要 

「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」【概要版】 

５ 本市国保の課題《課題の総括》 

 

３ 国保財政の健全化  ※【３の（１），４のキ・ク・ケ・コ・サより導出】 

・ 保険者（市）の責務として，国保事業の安定的な運営や国保財政の収支均衡を図り，将来にわたり被保険者が安

心して医療を受けることができる環境を整備するため，共同保険者である県と連携・協力しながら，引き続き財政

の健全化に取り組む必要がある。 

エ 保険税の現年度収納率は向上：令和 5年度，被保険者全世帯のうち課税所得 200 万円以下の世帯割合が 80.4％と，低所得者

が多く加入しているという構造的な問題がある中，各種収納対策の強化により現年度収納率は年々向上し，滞納繰越額は減少傾

向である。 

ア 世帯数・被保険者数は減少：平成 30 年度以降，世帯数・被保険者数ともに減少傾向である。団塊世代の後期高齢者医療制

度への移行や社会保険の適用拡大などの影響によるもの。年代別 0～19 歳の被保険者は，5年前よりも増加している。 

イ 保険税率は据置き：直近の税率改定は平成 26 年度。近年では毎年税率の見直しを実施。税率は，新型コロナや物価高騰など

を理由に据え置いている。課税限度額は，地方税法施行令改正の施行日の翌年度に引上げを実施している。 

ウ 保険税の全体課税額は減少：被保険者数の減少に伴い全体の課税額，1 世帯当たり・1 人当たり課税額は，いずれも減少傾

向である。令和 5年度，全体の課税額は減少しているが，賃上げなどの影響により 1世帯当たり・1 人当たり課税額は増加している。 

オ 医療給付費（全体）は減少・１人当たり医療費は増加：医療給付費は，被保険者数の減少に伴い減少傾向であるが，１人

当たり医療費は増加傾向である。 

カ １人当たり医療費の増加要因：年齢階級別の 1 人当たり医療費では，被保険者が高齢になるほど高くなる。栃木県国保運営

方針（第 3期）では，今後，医療技術の高度化などから 1人当たり医療費は年々増加すると推計されている。 

サ 国保事業費納付金は増加：これまで被保険者数の減少に伴い国保事業費納付金は減少傾向であり，令和 5年度は約 125 億円

であったが，今後，１人当たり医療費の増加が見込まれることから，令和 6年度国保事業費納付金は約 127 億円に増加している。 

ケ 低い国保基金保有額：国保基金残高（令和 6年 9 月末）は，297 百万円余であり，引き続き基金残高の涵養に努める。 

別紙１ 

１ 収納率の向上（現年度）  ※【３の（２），４のア・イ・ウ・エより導出】 

・保険税は国保事業運営のための根幹的な財源であり，税負担の公平性の観点から滞納者への指導を強

化するなど，引き続き収納率の向上を図る必要がある。 
・現在，県と県内 25 市町の間で県内保険税水準の統一に向けた検討が行われており，今後，原則とし

て「県内のどこに住んでも，同じ世帯構成，同じ所得水準であれば，同じ保険税水準」を目指すことと

なるため，県内の徴収における公平性の観点からも，市町間の収納率の較差縮小が必要不可欠である。 

コ 保険者努力支援制度【公費】の交付状況（令和 5 年度） 

国の努力支援制度では，獲得点数 536 点（940 点満点），1億 6,700 万円の交付を受けた。 

県の努力支援制度では，獲得点数 526 点（1,000 点），4 億 3,500 万円の交付を受けた。（県内 19 位） 

キ 歳入・歳出決算額は減少：国保財政は，被保険者数の減少に伴い決算額は減少傾向である。 

ク 実質単年度収支は歳入に対して歳出が多い：これまで，歳入に対して歳出が上回っている状況が続いており，一般会計か

らの繰入により収支均衡を図っている状況である。 

栃木県国保

運営方針 
・ 

保険者努力

支援制度 
を踏まえる 

２ 医療費の適正化と保健事業の推進  ※【３の（３），４のオ・カより導出】 

・被保険者の高齢化や医療技術の高度化などの影響により，今後も１人当たり医療費の増加が 

見込まれており，ジェネリック医薬品等の普及促進や医療機関への適正受診など，医療費の適 

正化の取組が引き続き必要である。 

・被保険者の生活習慣病の早期発見，発症予防・重症化予防のため，県国保運営方針に基づき， 

関係機関等との連携を図りながら，効果的・効率的な保健事業を実施し，被保険者のＱＯＬ 

（生活の質）の低下を防ぐ必要がある。 



 

７ 施策の展開 

【施策・主な取組（案）】 

 

 

６ 基本的な考え方 

「第３次宇都宮市国民健康保険経営改革プラン」【概要版】 

基本理念 

国保事業の健全で安定的な運営を確保し，被保険者が，

病気やけがをした場合に安心して医療を受けられるととも

に，健やかに暮らしていけるよう保健の向上を図ります。 

 

収
支
均
衡
に
よ
る
独
立
経
営 

最
終
目
標 

（１）国保事業の健全で安定した運営の確保 

・国保の財政基盤強化に取り組み，収支均衡を図りながら，

事業を安定的に運営します。 

 

（２）被保険者の健康の保持増進 

・被保険者がいつでもどこでも必要な医療を受けることが

できる医療保険を維持します。 

・被保険者の疾病の早期発見・予防及び健康づくりに係る

環境を充実させ，被保険者の健康の保持増進を図ります。 

【施策の方向】 

施策目標（令和 12 年度時点） 
◎一般会計繰入金(財政安定化支援事業分) 

⇒ 保険者（市）の責務として，収納率の向上や医療費の適正化など，最大限の経営努力を引き続き行うこと 
により，一般会計繰入金（財政安定化支援事業分）に依存しない財政運営を目指す。 

４ 国保（制度・事業）の

理解促進 
テ 国保情報等の発信 
⇒【拡充】電子ブック版「国保だより」の発行検討 

  

ア 口座振替の加入促進 
⇒口座振替の原則化の周知徹底 

イ 納税環境の整備 
⇒キャシュレス決済等の利用促進 

ウ 電話・文書催告の強化  
⇒納付案内センターの活用 

カ 滞納処分の強化 
⇒【新規】預貯金差押の電子化の導入に向けた調査・検討 

キ 特別収納対策室との連携 

ク 二重資格の解消 
⇒オンライン資格確認等システムを活用した資格調査  

ケ ジェネリック医薬品等の普及促進 
⇒【新規】バイオシミラー（バイオ後続品）の利用促進 

コ 適正受診の推進 
⇒【新規】重複・多剤服薬者への保健指導の実施 
⇒【拡充】医師会・薬剤師会と連携した重複・頻回受診 

者対策の実施 
サ レセプト点検等の推進  

⇒【拡充】レセプト点検方法の見直し 

シ 生活習慣病の発症予防 
⇒特定健康診査，人間ドック・脳ドック健診補助事業 
⇒【新規】ＩＣＴを活用した特定保健指導の検討・実施 

ス 生活習慣病の重症化予防 
⇒【拡充】保健指導者等の増加に向けた医師会・薬剤師会 

との連携強化 

セ 地域における健康づくりの推進 
⇒地域における健康づくり事業 

ソ 事業所における健康づくりとの連携 
⇒事業所との連携推進事業 

タ 地域包括ケアに係る取組との連携 
⇒医療情報の提供 

 

チ 県・市町との連携強化 

ツ 事務の効率化 

 

 

 

１ 保険税収納率の向上 

 

【指標】 

現年度収納率 

 

＜現状値＞ 

91.95%(R5) 

▽ 

＜目標値＞ 

95%(R12) 

 

２ 医療費の適正化 

 

【指標】 

1人当たり医療費の増加率 

 

基準年(R5)  

▽ 

＜目標値＞ 

R5 年度対比で 

30％以内に 

抑える(R12) 

 

 

 

 

 
①納期内納付 

の推進 

①周知啓発の 
充実 

②早期納付の 

推進 

③納税相談機会 
等の拡充 

④滞納者への 
指導強化 

⑤資格の適正化 

 
 
 
 
①医療費の 

適正化 

 
 
②生活習慣病の 

発症予防・ 
重症化予防 

 
 
③健康づくりを 

支える環境の 
充実 

８ 計画の推進 

（１）推進体制 

・宇都宮市国民健康保険運営協議会に計画の取組状況等を報告し，ご意

見をいただきながら計画の推進を図る。 

（２）進行管理 

・計画推進のため，事業の具体的な取組を明確にした「国保アクション 

プラン」を毎年度策定する。 

・ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行う。 

・宇都宮市国民健康保険運営協議会において，事業進捗の評価を行う。

令和９年度に中間見直しを予定 

基本方針 

参照  国民健康保険法 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は，国民健康保険事業の健全な運営を確保し，    

もつて社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする 

 

保
健
事
業
の
推
進 

①業務改革の 
推進 

３ 保険税水準の統一に 

向けた対応 

５ 本市国保の課題《課題の総括》（表面より再掲） 

 １ 収納率の向上（現年度） 

 

３ 国保財政の健全化 

 

２ 医療費の適正化と保健事業の推進 

 

エ 休日納税相談の実施 
オ 【新規】外国人被保険者の納税対策の充実 
 ⇒【新規】翻訳チラシ等を活用した出前講座の実施 



安定した国保財政を運営するためには，引き続き収納率の向
上が重要であることから継続

納期内納付の推進
国保の安定的な運営のためには，納期内納付は基本であるこ
とから継続

納期内納付の推進
口座振替の加入促進
納税環境の整備

―

早期納付の推進
滞納の累積防止を図るためには，初期段階での対応が重要で
あることから継続 早期納付の推進 電話・文書催告の強化

【廃止】臨戸訪問の実施
※被保険者の就労形態の多様化に伴い休日臨戸訪
問の効果がなくなってきたことから，平日に「臨
戸訪問の実施」を廃止し，生活実態調査（財産調
査）を重点的に実施する。

納税相談機会の拡充
納税相談の機会を確保することは，滞納抑制に有効であるこ
とから継続

納税相談機会等の拡充
休日納税相談の実施
【新規】外国人被保険者の納税対策の充実

【廃止】資格証明書・短期被保険者証の交付
※資格確認証・短期被保検者証が法改正により原
則交付しないこととなるため廃止し，預貯金調査
の電子化を活用した財産調査を重点的に実施す
る。
【新規】翻訳チラシ等を活用した出前講座の実施

滞納者への指導強化
滞納者への指導強化は，税負担の公平性を確保するために必
要であることから継続

滞納者への指導強化
滞納処分の強化
特別収納対策室との連携

【新規】預貯金差押の電子化の導入に向けた調
査・検討

資格の適正化
資格の適正化は，適切な事業運営や収納率向上のために重要
であることから継続

資格の適正化 二重資格の解消 ―

持続可能な医療保険制度とするためには，医療費の適正化や
生活習慣病の早期発見・発症予防・重症化予防が重要である
ことから継続

医療費の適正化

医療費の伸びを抑制するためには，医療費の適正化が重要で
あることから継続

医療費の適正化
ジェネリック医薬品等の普及促進
適正受診の推進
レセプト点検等の推進

【新規】バイオシミラー（バイオ後続品）の利用
促進
【新規】重複・多剤服薬者への保健指導の実施
【拡充】医師会・薬剤師会と連携した重複・頻回
受診者対策の実施
【拡充】レセプト点検方法の見直し

被保険者の健康の保持増進のためには，生活習慣病の予防な
どの保健事業の推進を図ることが重要であることから継続

生活習慣病の発症予
防・重症化予防

被保険者のＱＯＬ（生活の質）を低下を防ぐためには，生活
習慣病の発症予防・重症化予防等が重要であることから継続

生活習慣病の発症予
防・重症化予防

生活習慣病の発症予防
　特定健康診査・特定保健指導の推進
　人間・脳ドック健診補助事業の推進

生活習慣病の重症化予防
　糖尿病重症化予防事業の推進

【新規】ＩＣＴを活用した特定保健指導の検討・
実施
【拡充】保健指導者等の増加に向けた医師会・薬
剤師会との連携強化

健康づくりを支える
環境の充実

健康づくりを支える環境の充実には，全市民を対象とした地
域における健康づくりの推進や働く世代を対象とした事業所
における健康づくりとの連携が重要であることから継続

健康づくりを支える環
境の充実

地域における健康づくりの推進
事業所における健康づくりとの連携
地域包括ケアに係る取組との連携

―

国保運営の都道府県単位化をさらに推進する必要があること
から「制度改革への対応」から「保険税水準の統一に向けた
対応」へ変更

業務改革の推進
県と２５市町で検討している「保険税水準の統一」に係る取
組は今後の国保運営において重要な取組であることから継続

業務改革の推進
県・市町との連携強化
事務の効率化

―

国保の安定的な運営と被保険者の健康の保持増進のために
は，納税意識や医療費，健康への関心が高まるよう，国保制
度や事業について周知啓発が重要であることから継続

周知啓発の充実
周知啓発の充実のためには，国保制度や事業，健康づくりに
関する情報を発信し続けることが重要であることから継続

周知啓発の充実 国民健康保険情報等の発信 【拡充】電子ブック版「国保だより」の発行検討

―

国保（制度・事業）の理解促進 国保（制度・事業）の理解促進

【新規】・【拡充】・【廃止】となる取組内容のみ記載
（※継続する取組は記載の対象としていない。）

新プラン　（第３次） 主な取組指標 現行プラン　（第２次） 施策の方向に係る考え方

保健事業の推進

保険税収納率の向上

医療費の適正化 医療費の適正化

保険税水準の統一に向けた対応制度改革への対応

【指標】
1人当たり医療費

の増加率

基準年(R5)
　
▽

＜目標値＞
R5年度対比で
30％以内に
抑える(R12)

【指標】
現年度収納率

＜現状値＞
91.95%(R5)

▽
＜目標値＞
95%(R12)

保健事業の推進

―

保険税収納率の向上

◆ 施策の方向について 別紙２


